
1. マーケット・レート
5月6日 5月7日 5月8日 5月9日 5月10日 Net Chg

USD/BRL Spot 3.9680 3.9700 3.9290 3.9480 3.9560 +0.0080

BRL/JPY Spot 27.88 27.76 28.02 27.81 27.78 -0.03

EUR/USD Spot 1.1194 1.1191 1.1191 1.1217 1.1233 +0.0016

USD/JPY Spot 110.61 110.24 110.09 109.77 109.95 +0.18

6MTH(p.a.) 6.428 6.419 6.413 6.402 6.392 -0.010

1Year(p.a.) 6.554 6.550 6.539 6.497 6.478 -0.019

6MTH(p.a.) 3.426 3.431 3.398 3.431 3.379 -0.052

1Year(p.a.) 3.509 3.519 3.516 3.551 3.517 -0.034

株式 95,008.69 94,388.75 95,596.63 94,807.88 94,257.56 -550.32

CDS 172.14 175.82 173.33 173.89 172.60 -1.29

商品 180.681 179.488 179.746 179.006 178.954 -0.053

* これらはｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ市場等におけるﾌﾞﾗｼﾞﾙ市場終了時のｲﾝﾃﾞｨｹｰｼｮﾝです。実際のﾚｰﾄ提示は弊行担当ｱｶｳﾝﾄ･ｵﾌｨｻｰまでお問い合わせ下さい。

2.週間市況 、トピックス

3.今週のチャート＆ハイライト

出所：Bloomberg
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下院で年金改革法案の特別委員会が開始 

 

7日(火)、年金改革法案に関する下院での特別委員会が開始

された。今週は、同会合に指名された参加者同士の法案自体

に関する議論よりも、主に今後のスケジュールの調整や、ゲデ

ス経財相が改めて同法案の必要性についての演説などが行

われた。週末には、マイヤ下院議長は政府と議会の良好な関

係を改めて強調し、特別委員会での同法案の早期承認に向け

て推進する旨を表明した。但し、今後本件に関する議論は約2-

3ヵ月続くと予想される中で、同会合の内容を背景とした市場の

影響は限定的に留まった。今後は会合での議論内容に加え、

政府メンバーがいかに会合の関係者と良好な関係を築き、改

革法案の骨抜きを回避するかにも注目が集まる。 
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• 今週のレアルは、米中通商問題の動向を受けてもみあい推移。 
• 6日（月）のレアルは3.9630で寄り付いた。週末にトランプ大統領が中国製品に対する関税引き上げを表明したことを受けたリ
スクオフにより新興国通貨全般に売り圧力がかかる中、週前半に週間安値3.9990まで下落。その後、年金改革の推進対する
期待感が浮上すると週間高値3.9270まで反発した。週末にかけては、米中通商問題に対する不信感が後退するも、不安感を
煽るボルソナロ大統領の発言を受けて3.97台まで再び下落。結局3.9560で越週した。 

• 5日（日）、トランプ米大統領は中国製品に対する関税を10日（金）より現在の10%から25%に引き上げる旨を表明。米中通商協
議の進展の遅さに不満を示し、同国に対する圧力を強めた。 

• 6日（月）発表のブラジル中銀によるアナリスト予想集計では、2019年の経済成長率予想が1.71%から1.49%へ下方修正され、
2020年は2.50%で据え置かれた。インフレ率予想は2019年は4.01%から4.04%へ上方修正され、2020年は4.00%で据え置き。年末
の為替レートは2019年は3.75で据え置かれ、2020年は3.79から3.80へレアル安方向に修正された。 

• 7日（火）、ボルソナロ大統領は、現在の地域開発省を都市省と国土統合省分割させる暫定法に署名した。都市省として指名
されたアレシャンドレ・バウディ氏がマイヤ下院議長と親交が深い人物であることから、年金改革を推進する上で、議会とのコ
ミュニケーション改善に対する期待感が高まった。 

• 7日（火）-8日（水）に実施されたCOPOM（中銀金融政策委員会）の結果が発表され、予想通り政策金利は6.50%で据え置かれ
た。声明文では、2018年末に散見された経済活動ペースの減速が2019年前半にも見られるものの、経済は穏やかに成長して
いるとの見解が示された。 

3.4

3.6

3.8

4

4.2

4.4

May-18 Jul-18 Sep-18 Nov-18 Jan-19 Mar-19 May-19

ドルレアル相場 



2019年5月10日

Banco MUFG Brasil S.A. 
Treasury & Markets 

Av. Paulista, 1274 – Bela Vista 
São Paulo, SP – 01310-925 　

4.来週の為替市場注目点

予想ドル・レアル相場レンジ：3.90－4.10

国 予想 実績 前回

ブラジル FIPE CPI-週次 0.27% 0.20% 0.36%

ブラジル IGP-Mｲﾝﾌﾚ第1回ﾌﾟﾚﾋﾞｭｰ 0.50% 0.58% 0.62%

ブラジル IBGEｲﾝﾌﾚIPCA(前月比) 0.62% 0.57% 0.75%

ブラジル IBGEｲﾝﾌﾚ率IPCA(前年比) 5.0% 5.0% 4.6%

米 CPI(前月比) 0.40% 0.30% 0.40%

米 CPI(前年比) 2.1% 2.0% 1.9%

米 月次財政収支 $160.5b $160.3b $214.3b

6.来週発表される主要経済指標

国 日付 期間 予想 前回

ブラジル 5/13 貿易収支(週次) May -- --

米 5/13 MBA Mortgage Foreclosures 1Q -- 0.95%

米 5/14 NFIB中小企業楽観指数 Apr 102 101.8

ブラジル 5/14 IBGEｻｰﾋﾞｽ部門売上高 前年比 Mar 1.20% 3.80%

米 5/14 輸入物価指数(前月比) Apr 0.70% 0.60%

ブラジル 5/15 経済活動(前年比) Mar -2.2% 2.5%

ブラジル 5/15 経済活動(前月比) Mar -0.2% -0.7%

ブラジル 5/15 税収 Apr -- 109854m

米 5/15 MBA住宅ﾛｰﾝ申請指数 May -- 2.70%

米 5/15 鉱工業生産(前月比) Apr 0.00% -0.10%

ブラジル 5/16 FGVｲﾝﾌﾚ率IGP-10(前月比) May 0.7% 1.0%

ブラジル 5/16 FGV CPI IPC-S May -- 0.6%

米 5/16 住宅着工件数 Apr 1218k 1139k

米 5/16 新規失業保険申請件数 May 220k 228k

米 5/17 ﾐｼｶﾞﾝ大学消費者ﾏｲﾝﾄﾞ May 97.8 97.2
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5.本日の主要経済指標 

来週のレアルは、上値の重い展開を予想する。年金改革法案に関する下院での特別委員会が続く中、マイヤ下院議長が同法案
推進に対して意欲的な姿勢を示したことがポジティブ材料になり得る一方、ボルソナロ大統領が10日（金）「来週津波が起こる可
能性がある。しかし我々はそれを耐え抜く」と発言したとの報道を受け、市場参加者の一部から発言意図を懸念する声が上がっ
ている。詳細不明ながら、内容次第では新たなレアル売りが加速する可能性もある。国外市場では、10日（金）に米中通商協議が
終了し、交渉決裂の事態が回避されたことで、不安感は当初より後退しつつあるも、引き続き注視する必要がある。 

 


